
高知県乳児院等多機能化推進事業費補助金交付要綱

（趣旨）

第１条 この要綱は、高知県補助金等交付規則（昭和 43年高知県規則第 7号。以下「規則」

という。）第 24条の規定に基づき、高知県乳児院等多機能化推進事業費補助金（以下「補

助金」という。）の交付に関し必要な事項を定めるものとする。

（補助目的及び補助対象事業）

第２条 県は、乳児院等多機能化推進事業実施要綱（平成 30年３月 28 日付け子発 0328

第７号厚生労働省子ども家庭局長通知。以下「実施要綱」という。）に基づき、児童福

祉法（昭和 22 年法律第 164 号）に規定する乳児院（以下「対象施設」という。）を設

置する者（以下「補助事業者」という。）が行う次に掲げる事業に要する経費に対して、

予算の範囲内で補助金を交付する。

(１) 医療機関等連携強化事業（実施要綱第３の２（３）の事業）

自宅で養育を行うことができない医療的ケアが必要な児童の受入れを推進するた

め、医療機関との連絡調整等を実施する職員を配置する事業

(２) 産前・産後母子支援事業

ア 支援コーディネーターの配置等による支援（実施要綱第３の３（３）①（イ）

の事業）

妊娠期から、出産後の養育への支援が必要な妊婦等への支援体制を強化するた

め、対象施設に母と子に対する支援計画の作成や関係機関との連絡調整等を実施

するコーディネーターを配置する事業

イ 看護師の配置等による支援（実施要綱第３の３（３）②の事業）

特定妊婦等並びに出産後の母及び子に対し専門的な支援を提供するとともに、

医療機関等関係機関との連携体制の強化のため、対象施設に看護師を配置する事

業

（補助率及び補助対象経費）

第３条 前条に規定する補助対象事業（以下「補助事業」という。）の補助対象経費につ

いては、別表第１に定めるとおりとする。

（補助金の交付の申請）

第４条 規則第３条第１項に規定する申請書及び関係書類の様式は別記第１号様式によ

るものとし、補助事業者は補助金の交付を受けようとするときは、補助金交付申請書

に、納期限の到来した県税について滞納のないことを証する書類（県税事務所で発行

する全税目の納税証明書）を添えて知事に提出しなければならない。

（補助の条件）

第５条 補助金の交付の目的を達成するため、補助事業者は、次に掲げる事項を遵守しな

ければならない。

(１) 補助事業の実施に当たっては別表第２に掲げるいずれかに該当すると認められる

ものを契約の相手方としないこと等暴力団等の排除に係る県の取扱いに準じて行わ

なければならないこと。



(２) 補助金に係る収入及び支出を明らかにした帳簿並びに当該収入及び支出について

の証拠書類を補助事業の終了年度の翌年度から起算して５年間保管しなければなら

ないこと。

(３) 補助金の対象経費と重複して他の補助金等の交付を受けてはならないこと。

(４) 県税の滞納がないこと。

（補助事業の内容変更等）

第６条 補助事業者は、補助金額の増額又は20パーセントを超える減額変更をしようと

するときは、別記第２号様式による変更承認申請書を知事に提出し、あらかじめその

承認を受けなければならない。

（補助事業の中止又は廃止）

第７条 補助事業者は、補助事業を中止し、又は廃止しようとするときは、別記第３号

様式による補助事業中止（廃止）申請書を知事に提出しなければならない。

(調査及び指示)

第８条 知事は、この要綱の目的を達成するために必要があると認めるときは、補助事

業者に対し、この補助事業の実施状況等について報告を求め、又は調査を実施するこ

とができる。

（実績報告）

第９条 補助事業者は、補助事業が完了した日（補助事業の中止又は廃止の承認を受けた

日を含む。以下同じ。）から起算して 30日を経過した日又は当該年度の翌年度の 4月

15 日までのいずれか早い日までに、別記第４号様式による実績報告書を知事に提出し

なければならない。

(情報の開示)

第 10 条 補助事業又は補助事業者に関して、高知県情報公開条例(平成２年高知県条例第

１号)に基づく開示請求があった場合は、同条例第６条第１項の規定による非開示項目以

外の項目は、原則として開示するものとする。

附 則

１ この要綱は、平成 31 年４月１日から施行する。ただし、附則第３項の規定は、令和

５年３月 日から施行する。

２ この要綱は、令和６年５月 31日限り、その効力を失う。ただし、この要綱に基づき交

付された補助金については、第５条第２号、第８条及び第10条の規定は、同日以降もな

おその効力を有する。

３ 第４条の規定による申請は、この要綱の施行前においても行うことができる。

附 則

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。



附 則

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。



別表第１（第３条関係）

第１ 基準額
第２ 補助

対象経費
第３ 補助率

(１) 医療機関等連携強化事業

対象施設において、医療的ケアが必要な児童（※１）の

受入れを推進するため、医療機関との連絡調整等を実施す

る看護職員（以下「医療機関等連絡調整員」という。）の

配置に要する経費

（年度途中に職員を配置した場合は、上記「１施設当たり補

助基準額」を 12で除した金額（1,000 円未満切捨て）に配

置月数を乗じた額を補助基準額とする。ただし、月途中に

職員を配置した場合は、配置した日の属する月の翌月に配

置したものとして取り扱う。）

（１）の事業実

施に必要な事

務費（人件費、

旅費、需用費、

役務費、委託

料、共済費、使

用料及び備品

購入費等）

定 額

(２) 産前・産後母子支援事業

ア 対象施設において、特定妊婦等（※２）が受診した産

科医療機関と連携を図りつつ、母と子がより良い生活が

送れるよう支援するために、母と子に対する支援計画の

作成や関係機関との連絡調整等を実施するコーディネ

ーターの配置に要する経費

（年度途中に職員を配置した場合は、上記「１施設当たり補

助基準額」を 12 で除した金額（1,000 円未満切捨て）に配

置月数を乗じた額を補助基準額とする。ただし、月途中に

職員を配置した場合は、配置した日の属する月の翌月に配

置したものとして取り扱う。）

イ 対象施設において、特定妊婦等や出産後の母と子に対

する支援を行うととともに、医療機関等関係機関との連

絡調整等を実施する看護師の配置に要する経費

（２）の事業

実施に必要な

事務費（人件

費、旅費、需

用費、役務費、

委託料、共済

費、使用料及

び備品購入費

等）

定 額

医療的ケアが

必要な児童数
補助基準額

１人以上５人以下 2,129,000 円

６人以上 5,084,000 円

補助基準額

7,234,000 円

補助基準額

看護師 5,089,000 円

補助職員（加算） 1,126,000 円



※１「医療的ケアが必要な児童」とは、疾患や障害等により継続的な服薬管理や健康

管理を必要とする児童であり、かつ、医療機関への頻回な通院を必要とする児童を

いう。

※２「特定妊婦等」とは、次の各号のいずれかに該当する者とする。

(１) 出産後の養育について、出産前において支援を行うことが特に必要と認められ

る妊婦

(２) 妊婦健診を受診していない又は受診回数が少ない妊婦

(３) 出産時において 20 歳未満の妊婦

(４) その他、何らかの支援を行うことが必要と認められる妊婦

(５) (１)～(４)の妊婦の監護する児童

（年度途中に職員を配置した場合は、上記「１施設当たり補

助基準額」を 12で除した金額（1,000 円未満切捨て）に配

置月数を乗じた額を補助基準額とする。ただし、月途中に

職員を配置した場合は、配置した日の属する月の翌月に配

置したものとして取り扱う。）



別表第２（第５条関係）

１ 暴力団（高知県暴力団排除条例（平成22年高知県条例第36号。以下「暴排条例」とい

う。）第２条第１号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員等（同条第

３号に規定する暴力団員等をいう。以下同じ。）であるとき。

２ 暴排条例第18条又は第19条の規定に違反した事実があるとき。

３ その役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談

役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行す

る社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認

められる者を含み、法人以外の団体にあっては、代表者、理事その他これらと同等の

責任を有する者をいう。以下同じ。）が暴力団員等であるとき。

４ 暴力団員等がその事業活動を支配しているとき。

５ 暴力団員等をその業務に従事させ、又はその業務の補助者として使用しているとき。

６ 暴力団又は暴力団員等がその経営又は運営に実質的に関与しているとき。

７ いかなる名義をもってするかを問わず、暴力団又は暴力団員等に対して、金銭、物品

その他財産上の利益を与え、又は便宜を供与する等直接的又は積極的に暴力団の維持

又は運営に協力し、又は関与したとき。

８ 業務に関し、暴力団又は暴力団員等が経営又は運営に実質的に関与していると認めら

れる者であることを知りながら、これを利用したとき。

９ その役員が、自己、その属する法人その他の団体若しくは第三者の利益を図り、又は

第三者に損害を加えることを目的として、暴力団又は暴力団員等を利用したとき。

10 その役員が暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有しているとき。



別記

第１号様式（第４条関係）

年 月 日

高知県知事 様

申請者住所

氏名

（生年月日 年 月 日）

年度高知県乳児院等多機能化推進事業費補助金交付申請書

高知県補助金等交付規則第３条及び高知県乳児院等多機能化推進事業費補助金交付要
綱第４条の規定により、 年度高知県乳児院等多機能化推進事業費補助金の交付を、
関係書類を添えて申請します。

記

１ 補助金交付申請額

２ 補助事業の目的及び内容

３ 事業予定年月日

事業開始予定年月日

事業完了予定年月日

４ 添付書類

（１） 年度高知県乳児院等多機能化推進事業計画書（医療機関等連携強化事業）

（別紙１－１）

（２） 年度高知県乳児院等多機能化推進事業計画書（産前・産後母子支援事業）

（別紙１－２）

（３）医療的ケアが必要な児童一覧表（別紙２）

（４）補助金所要額調書（別紙３）

（５）県税の滞納がないことを証する納税証明書

又は

県税完納情報の提供に係る同意書（※１）及び本人確認書類の写し（※２）



※１：税務課が別に定める「県税完納情報提供事務処理要領」における第４号様式。

※２：補助事業者が個人の場合は、マイナンバーカード、運転免許証、健康保険証の写し

等。

補助事業者が法人の場合は、法人代表者のマイナンバーカード、運転免許証、

健康保険証の写し等。

（注）マイナンバーカードは表面のみコピー（裏面はマイナンバーの表示があるた

め、提出は不可とする。）、健康保険証の保険者番号及び被保険者等記号・番

号は復元できない程度にマスキング処理を施す等してください。

補助金振込先： 金融機関名

支店

口座名義人(カナ)

口座番号(種別：普通・当座)

種別： 番号：



（第１号様式の別紙１－１）

年度高知県乳児院等多機能化推進事業計画書

（医療機関等連携強化事業）

１ 施設名及び所在地

２ 医療機関等連絡調整員の配置

※資格証の写し等を添付すること

３ 医療的ケアが必要な児童

４ 補助金所要額見込み

別紙３補助金所要額調書のとおり

施 設 名

所 在 地

氏 名

職 種

配置期間
年 月 日 ～ 年 月 日

（ か月）

児 童 数

児童一覧 別紙２医療的ケアが必要な児童一覧表のとおり



（第１号様式の別紙１－２）

年度高知県乳児院等多機能化推進事業計画書

（産前・産後母子支援事業）

１ 施設名及び所在地

２ 支援コーディネーターの配置

※資格証の写し等を添付すること

３ 看護師の配置

※資格証の写し等を添付すること

４ 補助職員の配置

５ 相談及び支援の実施体制

６ 補助金所要額見込み

別紙３補助金所要額調書のとおり

施 設 名

所 在 地

氏 名

職 種

配置期間
年 月 日 ～ 年 月 日

（ か月）

氏 名

配置期間
年 月 日 ～ 年 月 日

（ か月）

氏 名

配置期間
年 月 日 ～ 年 月 日

（ か月）

相談の受付方法、支援の実施方法（具体的に記載）



（第１号様式の別紙２）

医療的ケアが必要な児童一覧表

※「児童番号」は任意の通し番号としてください。

※「医療的ケアの状況」については、対象児童の疾患や障害等の名称、施設内におけ

る服薬管理や健康管理の状況、医療機関への通院頻度など、児童の医療的ケアの状

況について詳細に記載してください。

※行が不足する場合は適宜追加して記入してください。

児童番号

（月齢）
医療的ケアの状況



（第１号様式の別紙３）

補助金所要額調書

（単位：円）

（注）Ａ欄、Ｂ欄、Ｅ欄については、それぞれ内訳の該当する項目の金額を記入してください。

（注）Ｄ欄については、別表第１により算出した補助基準額を記入してください。

内訳

（１）収入の部 （単位：円）

（２）支出の部 （単位：円）

事業区分

総事業費
寄附金その他

の収入額

差引補助

対象経費
補助基準額 補助所要額

Ａ Ｂ Ｃ（Ａ－Ｂ） Ｄ
Ｅ（ＣとＤのいずれ

か少ない額）

医療機関等

連携強化事業

支援コーディネ

ーターの配置等

による支援

看護師の配置等

による支援

合計

区分 計画額 備考

県補助金 Ｅ

自主財源

寄附金その他 Ｂ

合 計

支出経費区分 予算額 積算内訳 備考

合 計 Ａ

予算決定日（又は決定予定日） 年 月 日（予定）



第２号様式（第６条関係）

年 月 日

高知県知事 様

申請者住所

氏名

年度高知県乳児院等多機能化推進事業費補助金変更承認申請書

年 月 日付け高知県指令 第 号で補助金の交付の決定通知

がありました事業を下記のとおり変更したいので、 年度高知県乳児院等多機能

化推進事業費補助金交付要綱第６条の規定により承認されるよう関係書類を添えて申請

します。

記

１ 事業変更（中止、廃止）理由及びその内容

２ 変更後の補助金額 金 円

内訳

３ 添付書類（変更内容を明らかにするもの）

事 業 費 補助金所要額 既交付決定額

円 円 円



第３号様式（第７条関係）

年 月 日

高知県知事 様

申請者住所

氏名

度高知県乳児院等多機能化推進事業中止（廃止）承認申請書

年 月 日付け高知県指令 第 号で補助金の交付の決定通知

がありました事業を下記のとおり中止（廃止）したいので、 年度高知県乳児院

等多機能化推進事業費補助金交付要綱第７条の規定により申請します。

記

１ 事業中止（廃止）理由



第４号様式（第９条関係）

年 月 日

高知県知事 様

申請者住所

氏名

年度高知県乳児院等多機能化推進事業費補助金実績報告書

年 月 日付け高知県指令 第 号で補助金の交付の決定通知

がありました事業を実施しましたので、 年度高知県乳児院等多機能化推進事業

費補助金交付要綱第９条の規定により、下記のとおりその実績を報告します。

記

１ 事業実施期間

年 月 日から 年 月 日まで

２ 添付書類

（１） 年度高知県乳児院等多機能化推進事業費活動報告書（医療機関等連携強

化事業）（別紙１－１）

（２） 年度高知県乳児院等多機能化推進事業費活動報告書（産前・産後母子支

援事業）（別紙１－２）

（３）医療的ケアが必要な児童一覧表（別紙２）

（４）補助金所要額調書（別紙３）

（５）その他事業の概要が分かる書類



（第４号様式の別紙１－１）

年度高知県乳児院等多機能化推進事業活動報告書

（医療機関等連携強化事業）

１ 施設名及び所在地

２ 医療的ケアが必要な児童

３ 補助金所要額

別紙３補助金所要額調書のとおり

施 設 名

所 在 地

児 童 数

児童一覧 別紙２医療的ケアが必要な児童一覧表のとおり



（第４号様式の別紙１－２）

年度高知県乳児院等多機能化推進事業活動報告書

（産前・産後母子支援事業）

１ 施設名及び所在地

２ 相談の実施状況

（１）相談の受付方法(具体的に記載)

（２）相談件数(延件数)

（３）相談内容

（４）相談に対する対応結果

施 設 名

所 在 地

相談の受付方法（具体的に記載）

相談内容
妊娠・避妊に

関する相談

思いがけ

ない妊娠

中絶に

ついて

妊娠・出産

前後の不安

出産・養育

について
※その他 合計

相談件数

※その他の内訳

対応内容
助言・情報

提供で終了
継続支援

他 機 関

リファー
※その他 合計

対応件数

※その他の内訳

相談方法 来所 電話 メール ＳＮＳ ※その他 合計

相談件数

※その他の内訳



（５）具体的な支援を行った母子の状況

ア 母親の状況

（ア）支援の対象となった母親の数 人

（イ）（ア）の相談受付時の状況

（ウ）（ア）のうち妊娠届数の状況

（エ）（ア）のうち一時保護の状況

イ 産まれた子どもの状況

（ア）産まれた子どもの人数 人

（イ）（ア）のその後の状況

（６）母と子に対する支援計画の作成状況 件

（７）関係機関との連携状況について(具体的に記載)

３ 補助金所要額

別紙３補助金所要額調書のとおり

年齢 ～19 歳 20～29 歳 30～39 歳 40～49 歳 50 歳～ 合計

人数

居住地 市 町 村 合計

人数

妊婦健診の

受診状況
受診 未受診

（うち初回

受診同行）
合計

人数

妊娠届出
有 無

一時保護
延人数 延日数

養育状況
母親自身

が 養 育
里親委託

乳児院

へ入所
養子縁組 ※その他

人数

※その他の内訳



（第４号様式の別紙２）

医療的ケアが必要な児童一覧表

※「児童番号」は任意の通し番号としてください。

※「医療的ケアの状況」については、対象児童の疾患や障害等の名称、施設内におけ

る服薬管理や健康管理の状況、医療機関への通院実績（医療機関名、日時）など、

児童の医療的ケアの状況について詳細に記載してください。

※行が不足する場合は適宜追加して記入してください。

児童番号

（月齢）
医療的ケアの実績



（第４号様式の別紙３）

補助金所要額調書

（単位：円）

（注）Ａ欄、Ｂ欄、Ｅ欄については、それぞれ内訳の該当する項目の金額を記入してください。

（注）Ｄ欄については、別表第１により算出した補助基準額を記入してください。

内訳

（１）収入の部 （単位：円）

（２）支出の部 （単位：円）

事業区分

総事業費
寄附金その他

の収入額

差引補助

対象経費
補助基準額 補助所要額

Ａ Ｂ Ｃ（Ａ－Ｂ） Ｄ
Ｅ（ＣとＤのいず

れか少ない額）

医療機関等

連携強化事業

支援コーディネ

ーターの配置等

による支援

看護師の配置等

による支援

合計

区分 実績額 備考

県補助金 Ｅ

自主財源

寄附金その他 Ｂ

合 計

支出経費区分 実績額 積算内訳 備考

合 計 Ａ

決算決定日（又は決定予定日） 年 月 日（予定）




